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1 . はじめに
平和は人類にとって普遍的な価値をもつものであり，平和の大切さは誰でも同意できる。しか
し，平和の実現のためにあなたには何ができるか，と問われたら答えられない人が多いだろう。
筆者が筑波大学附属坂戸高校で行った認識調査I)では， 79人中73名の生徒が「人間はみな平和に
暮らす権利をもっている」と考えているにもかかわらず，「すべての人が平和に暮らせる世界をつ
くることは可能」と考えている生徒は33名に半減した（図 1)。また， 38名の生徒が「難民や紛
争といった問題がおきているのを聞くと憤りを感じる」と答えているのに対し，「世界の問題を解
決するために自分にもできることがある」と答える生徒は27名に減少した。
人間はみな平和に暮らす権利をもっている
すべての人が平和に暮らせる世界をつくることは可能だ
難民や紛争といった問題がおきているのを聞くと憤りを感じる
世界の問題を解決するために自分にもできることがあると思う
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図1 高校生への調査
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ここから，生徒たちが平和の理想をよく理解しながらも，理想を実現する難しさを感じ，世界
の問題に対して無力感を感じていることが読み取れる。自由記述のなかに，「世界で問題がおきて
いるのを聞くとなんとかしなくてはと思うけれど，自分に何ができるかわからない。」「どこかで
戦争があっても私たちには何もできないし，私たちが何かを言ったところで何の解決にもならな
いと思う。」と書いた生徒たちがいた。
日本の平和教育は戦後55年間，戦争の残虐性を知らせ戦争への憎しみの感情を育て，生命の尊
厳と平和の尊さを理解させる実践を行ってきた。いわば，平和を実現するための内面的能力を育
成してきた。しかし，平和の大切さを認識するだけでは，現実におきている問題を解決し，平和
を実現することはできない。問題を解決するために，具体的に行動する能力を育成することが不
可欠である。本論稿では，具体的に行動して平和を実現する能力を育成するために，現在の世界
平和にとってもっとも深刻な問題である地域紛争をとりあげ，解決のための活動を含めた地域紛
争の学習を行っていく必要性を論じる。
2 . 平和教育としての地域紛争の学習
平和教育とは，簡潔にいうと「平和を実現する能力を育成する教育」であるといえる。だが，
実現されるべき「平和」をどのような状態とするか，また「平和を実現する能力」をどのような
能力とするか，という観点の違いによって平和教育は多様な可能性をもつ。
＊筑波大学附属阪戸高等学校
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実現されるべき「平和」をどのような状態とするかという点に関しては，平和を阻害する中心
的問題を何ととらえるかによって変わってくる。例えば戦争を中心的問題としてとらえるならば
実現されるべき平和は「戦争のない状態」であり，貧困や人権抑圧のような構造的暴力を中心的
問題としてとらえるならば実現されるべき平和は「構造的暴力のない状態」である悶
「平和を実現する能力」をどのような能力とするかという点に関して，平和を実現する能力は
内面的な能力と，行動に関わる能力の 2つに区分することができる。内面的な能力とは，平和の
尊さを理解する能力，社会的な不公正を批判する能力など，認識，理解，判断に関わる能力であ
る。一方，行動に関わる能力とは，紛争を平和的に解決する能力，社会正義のために行動する能
力など，実際に行動するための能力である。
筆者が本論稿で考察する地域紛争の学習においては，地域紛争を中心的問題としてとらえ，実
現されるべき平和を「地域紛争のない状態」とする。ただし，第3節で述べるように地域紛争は
構造的不均衡から生じるものなので，「地域紛争のない状態」を実現するためには「構造的不均衡
のない状態」を実現することも含まれてくる。
「地域紛争のない状態」を実現するために必要な能力は，①紛争の恐ろしさと平和の尊さを認
識する能力，②紛争要因を追究し，紛争の本質を科学的に認識する能力，③紛争を解決し平和を
築くために行動する能力，という 3つの能力であると筆者は考える。①と②は内面的な能力であ
り，③は行動に関わる能力である。これらの能力は平和を実現するために 3つそろって育成する
必要がある。たとえ内面的な能力が育成されても，行動しなければ平和の実現には生かされない。
逆に，適切な判断力を欠いたむやみな行動は，平和を目指す意図とは裏腹に状況をさらに悪化さ
せる危険性をはらんでいる。
筆者は上述の 3つの能力を育成して「地域紛争のない状態」を実現するために，①地域紛争の
状況と被害について学習すること，②地域紛争の要因とメカニズムについて歴史，政治，経済，
社会などの側面から考察し，紛争は防止・解決できるものなのだと理解すること，③国連やNGO
の人道援助など紛争解決のために尽力する活動について学習し，平和の実現のために行動する糸
口をつかむこと，という 3点を重視した地域紛争の学習を目指す。
3 . 地域紛争に関する考察
本節では，地域紛争の学習で重視する 3点に即して， (1)地域紛争の発生状況， (2)地域紛
争による被害， (3)地域紛争の要因， (4)地域紛争解決への活動，という 4つの観点から地域
紛争を考察する。
(1)地域紛争の発生状況3)
第2次世界大戦後， 日本では戦争のない状態が続き，東西冷戦の終結後，世界では大国同士の全
面戦争や世界戦争がおきる可能性が低下している。しかし，地域紛争は第2次世界大戦の終結直
後から今日まで絶え間なく続き，現在世界でもっとも深刻な問題の一つとなっている。ストック
ホルム国際平和研究所 (SIPRI)の報告によると， 1945年から 1988年の44年間に生じた地域紛争
の数は160を超え， 1年間に確認された武力衝突の数は1945年の3件から 1987年の36件までほぼ
継続的に増加してきた。冷戦終結の兆しが見られた1980年代後半には減少傾向へと変わり， 1987
年から 1996年の10年間には武力衝突の数が12件減少している（図2)。しかし， 1998年には世界
26地域で27の武力衝突が確認された。特に地域紛争のほとんどがアジアとアフリカの発展途上国
に偏っているという特徴が見られる。
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図2 武力衝突の発生件数
冷戦終結の兆しが見えはじめた1980年代後半から武力衝突が減少しはじめた傾向は当初，冷戦
の終結による平和の実現として歓迎された。冷戦期には，多くの紛争にアメリカとソ連が軍事支
援などの介入を行っていた。 1986年には， 36の地域紛争当時国のうち 16カ国の政府は主としてア
メリカから， 14カ国はソ連から兵器の供給を受けていた 4)。そのため，冷戦の終結とともにアメ
リカとソ連の軍事介入が減少すると，いくつかの地域紛争は沈静化した。また，国連の安全保障
理事会（安保理）において常任理事国の拒否権行使が減少したことにより，国連平和維持活動
(PKO)の活動が活性化したことも，地域紛争の沈静化に貢献した。
しかし，図3で1986年以降に確認された武力衝突をさらに詳しく見ると，冷戦終結によって平
和が実現した地域がごく一部であり，依然として深刻な状況が続いていることがわかる。 1986年
から 1998年の間に武力衝突が確認された62の地域紛争を， A=1990年以降の年に武力衝突がな
くなった地域， B=武力衝突が継続している地域， C= 1990年以降の年に武力衝突がはじまった
地域， D=その他 (1990年以前の年に武力衝突がなくなった地域、突発的な武力衝突であった地
域など），の4つに分類すると， A=9地域， B=22地域， C=16地域， D=15地域となる。
特に，イスラエル・パレスチナ，アンゴラ，ウガンダ，西サハラなどの地域紛争は，和平協定
や停戦合意が達成され，国連の仲介やPKOの活動が行われているにもかかわらず，武力衝突が再
発している。また，旧ユーゴスラヴィア，旧ソ連では冷戦末期から政治体制が揺らぎ，経済的な
問題が生じていた。冷戦終結によってイデオロギー統制というたがが外れると同時に，抑圧され
ていた民衆の不満が民族や宗教と結びついて噴出してきた。
したがって， 1987年以降武力衝突の発生数が減少しているという傾向が，そのまま地域紛争全
体の沈静化を示しているとはいえない。むしろ，再三に渡る和平交渉が繰り返し破棄されたり，
PKOの長年の活動にもかかわらず武力衝突が繰り返されたりと，地域紛争が複雑化している傾向
さえ見受けられる。地域紛争が非常に深刻な問題であることを改めて認識する必要がある。
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地城 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 A B C D 
ヨーロッパ 北アイルランド（イギリス） ．．．．．．． ． ． ． ． ゜ B ルーマニア  D ユーゴスラビア ● ● C 
アゼルパイジャン ． ．●0 C 
ボスニア・ヘルツェゴヴィナ  ． ●0 C 
クロアチア ．．●0 C 
グルジア ●0 C 
ロシア ． ●0 C 
中東 イフン ● ● ●0 ． ． ． ．． ． ． B 
イラク ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● B 
イランーイフク ● ● ●0 D 
イラクークウェート ． D 
イスラエルーパレスチナ ● ● ● ● ● ● ● ●0． ． ．●0 B 
レバノン ．．． A 
トルコ   ． ．． ． ． B 
シリア ． ． D 
イエメン ● D 
中南米 コロンビア ． ． ．． ． ．． ． ． ． B 
エクアドル ● ゜ D エルサルバドル ● ● ● ● ● ● ゜ A グアプマラ ．●0 ．． ． ．． ． ． ． ●0 B ニカラグア  ●0  A 
ペルー ．．． ． ．． ． ． ． ． ． B 
パナマーアメリカ  D 
アジア アフガニスタン ● ● ●0 ．． ． ． ．． ． ． ． ． B 
バングラデシュ   B 
インド ． ．． ． ． ．． ● ● ● B 
パキスタン  D 
インドーパキスタン ． ．． ． ． ． ． B 
スリランカ  ． ． ． B 
タジキスタン ． ． ●0 ●0 ゜ C ビルマ（ミャンマー） ． ． ． ．． ． ． ． B 中国一ヴェトナム ． D 
インドネシア（東プイモール） ． ． ． ． ．． ． ． ． ． B 
カンボジア ． ●0  B 
ラオス ． ． ． A 
ラオスータイ ●0 D 
マレーシア ．． ． D 
フィリピン  ． ． ．． ． ． ． ●0 B 
タイ ．． ． D 
アフリカ アンゴラ  ●0 ●0 ． ●0 ．B 
チャド ．．． ． A 
エチオピア ● ● ● ● ● ● A 
エチオピアーソマリア ● ● ●0 D 
エリトリアーエチオピア ● D 
モザンビーク ． ． ． ． ．．． ●0 A 
ナミビア ●0 A 
ソマリア ． ． ． ．． ． ●0  ●0 ゜ B 南アフリカ共和国 ．  ． A スーダン ． ． ． ．． ． ． ． ． ●0 B 
ウガンダ ． ゜ B 西サハラ ． ． ●0 ． ●0 ゜ B ジンバプエ ． D リベリア ． ●0 ． ●0 ●0 ●0 ゜ C ルワンダ ．●0  ．C アルジェリア ● ● ● ● ● ● C 
シエラレオネ ．●0 ．．C 
コンゴ共和国  C 
ブルンジ ． C 
ギニアービサウ ●0 C 
セネガル ． ．C 
ザイール（コンゴ民主共和国） C 
(SIPRI年鑑をもとに作成。 A~Dの分類は筆者によるもの。●は武力衝突、 0は和平協定や停戦合意の成立を示す）
図3 地域別に見る武力衝突の発生数
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(2)地域紛争による被害”
地域紛争のもたらす被害は，戦闘員よりも一般市民への被害が多い。死者50万人を超えたルワ
ンダでの大量虐殺のようないちじるしい虐殺行為，ペルー日本大使公邸人質事件のような人質を
とる行為，家屋や病院，市場や水道施設などの混雑した場所をねらった破裂弾とロケット弾の使
用，広大な土地を住めなくする地雷の敷設，といった行為が一般市民にいちじるしい被害を与え
ている。東南アジアや旧ユーゴスラヴィアなど世界62カ国に 1億500万発以上が放置されている
地雷は，毎月 800人の死者を出し叫カンボジアでは1999年に紛争が終結した後も現在にいたるま
で毎日犠牲者を出し続けている。また，武装集団の戦闘員には，強制的に徴兵されたり，家族や
村を失って武装集団に身を投じた者が多い。アフリカや中南米では15歳に満たない少年が武器を
もって戦う少年兵の多用が問題となっている。
さらに，地域紛争が生み出す難民や飢饉は，犠牲者を増加させる深刻な問題となっている。地
域紛争により居住地が戦場と化した人々は国境を越えて難民となったり，国内避難民として難民
キャンプなどでの生活を余儀なくされている。難民キャンプで国際的な保護を受けている場合で
も，難民キャンプが攻撃されたり，キャンプ内で伝染病が蔓延したり，少年が強制的に徴兵され
たり，女性に性的暴力がふるわれたり，安全が脅かされる場合がある。
地域紛争がもたらす被害の様子は，テレビや新聞などを通じて報道され，生徒も頻繁に目にし
ている。筆者が筑波大学附属坂戸高校で行った認識調査では， 79名中66名が地域紛争について
「よく聞く」「たまに聞く」と答えている。自由記述のなかで，「ニュースで紛争のおきている映像
を見ていると，「今この人は生きているのか」と不安になる。」「戦争はいつ起こるかなんてわから
ないし，いつかもしかしたら自分もかかわることになるかもしれない。そう思うと，すごく恐い。」
と書いた生徒たちがいた。地域紛争での被害の様子は，生徒たちに「今おきていることなんだ」
という実感をおこさせ，「自分にもおこりえることかもしれない」という危機感をもって迫ってく
る。紛争地域の住民に焦点を当てたドキュメンタリ一番組や新聞の特集を利用して地域紛争の被
害を取り上げ，紛争に巻き込まれた人々の苦しみや平和を願う切実な声を伝えることは，生徒に
紛争の恐ろしさと平和の尊さを理解させる有効な学習となるであろう。
(3)地域紛争の要因
地域紛争の要因は，紛争の数と同じほど多数存在する。民族対立，宗教対立，領土や経済的利
権をめぐる対立，政治経済体制や政治権力をめぐる対立，これらの要素をいくつも兼ね備えた紛
争もある。ただし，人は単に民族や宗教が違うから，政治理念が違うからというだけで大量虐殺
をおこしたり，自爆テロに走ったりはしない。これら直接的要因の根底に，民族，宗教，社会，
国家の間に何らかの構造的不均衡が存在し，どちらか一方が貧困や抑圧といった構造的暴力にさ
らされているという社会問題が，真の紛争要因として存在する。
構造的不均衡が紛争の発生を左右した顕著な例として， 1990年におきたルワンダヘのツチ族の
侵攻が挙げられる。 B.H.ボンド氏と E.オポンド氏刃こよると，ウガンダとルワンダにはルワンダか
らのツチ族難民が1960年代から住んでいた。だが， 1990年のルワンダヘの侵攻はウガンダの難民
キャンプから発生したものであり，タンザニアからは侵攻がおこらなかった。 B.H.ボンド氏らは
この違いを，両国の難民政策の違いと考えている。タンザニアでは難民のタンザニアヘの帰化が
進み，地元社会にとけ込む努力がなされていたのに対し，ウガンダではツチ族難民は難民キャン
プのなかで彼らが飼っている家畜とともに住まわされ，さらに，彼らに市民権を与える政策は難
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航していた。単にッチ族とフツ族という民族の対立だけではなく，難民キャンプでの貧困と将来
への絶望という構造的暴力が，ッチ族難民のルワンダヘの侵攻という事態を招いたのである。
ある集団のなかで社会正義が実現され，安全や人権が保障されていれば，たとえ小さな対立は
生じるとしても，武力に訴える紛争にまでは拡大しにくい。富の不平等による貧困，差別や人権
抑圧などの構造的暴力が存在するときに，紛争は武力をともなって生じるのである。紛争を緩
和・解決し，さらなる紛争の発生を予防するには，社会正義の実現が不可欠であるといえる。
構造的不均衡と紛争の関係を学習することが地域紛争の学習にとって最も重要な部分である。
民族や宗教を意識することの少ない日本では，民族や宗教の違いが紛争を生んでいると安易に判
断されやすく，「民族が違うとわかりあえない」「宗教って野蛮だ」「民族や宗教の違いがある限り
紛争はなくならない」といった偏見がもたれやすい。筆者が行った認識調査のなかでも，「地域紛
争」から連想する言葉として「民族」「発展途上国」「宗教」が最も多く，「宗教」から連想する言
葉は「狂信的」「恐い」「暗い」が最も多かった。真の紛争要因は構造的不均衡にある，だから社
会正義の実現に努めれば紛争は緩和・解決できるのだという認識を育成したい。
(4)地域紛争解決への活動 8)
地域紛争を緩和・解決するための活動としては，国連や第3国の政府による仲介・援助と，国
連難民高等弁務官事務所 (UNHCR)や非政府組織 (NGO) による人道援助がある。
紛争解決の活動として長い間中心的な役割を担ってきたのは，国連の安保理と，国連が派遣す
るPKOである。 1948年6月にはじめてのPKOが中東に派遣されて以来， 1999年11月までの50年
間に52件のPKOが世界30以上の地域に派遣されてきた。特に，冷戦終結の兆しとともに安保理
での常任理事国による拒否権行使が減ると， 1988年からはPKOの派遣が盛んに行われた。 1948年
以降1999年11月までに派遣された52件のPKOのうち39件が1988年以降に派遣されている。
第3国の政府による紛争解決への活動としては，中東和平プロセスやボスニア和平プロセス，
アフリカ統一機構 (OAU) による調停などが挙げられる。 1991年にはじまった中東和平プロセス
では，イスラエルと，パレスチナ，レバノン ヨルダン ミノリア等アラブ諸国との間の紛争を解
決すべ<'日本，アメリカ，カナダ，ロシア， EUなどが支援を行っている。
しかし，これらの活動は必ずしも順調に進んでいるわけではない。中東では1993年にイスラエ
ルとパレスチナ解放機構(PLO)との間で和平合意が成立し，イスラエルのラビン首相と PLOのア
ラファト議長がノーベル平和賞を受賞したにもかかわらず， 1995年には過激派のユダヤ人によっ
てラビン首相が暗殺され，和平プロセスは停滞した。占領地からのイスラエル軍の撤退によって
入植地のイスラエル人住民の安全が保障されなくなったり，パレスチナ人勢力の拡大によって国
内での治安が悪化することをイスラエル人は恐れていた。急速に進む紛争解決への活動が，逆に
イスラエル人の不安を募らせていたのである。一方，ソマリアではPKOが紛争に巻き込まれると
いう事態が生じた。紛争と干ばつによる被害から人々を救うために1993年に派遣された第2次国
連ソマリア活動 (UNOSOMI)が，現地氏族グループと武力衝突をおこし，死者を出す事態とな
った。翌年に行われた和平会議が失敗すると，国連はソマリア人に自らの解決を任せて1995年に
UNOSOM Iを完全撤退した。
1990年代後半になると，こうした苦い経験から紛争解決への仲介・援助が消極的になる傾向が
見えはじめた。上述のソマリアなどのように，地域紛争では和平交渉をする相手が各国政府では
なく，組織の統制があまり強くない武装集団である場合が多い。そのため，和平合意が結ばれて
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も武装集団内の規律が乱れるとまた暴力行動が発生したり，カンボジアのポル・ポト派のように
交渉すべき相手との接触が困難であったりする。こうした状況のため，自国の安全保障に直接関
係しない， しかも不確実な国際利益のために自国の国防軍から要員を割き，冷戦終結後の国防費
を削減できる機会のなかでPKOへの経費負担をすることに，国連加盟国が消極的態度を示してい
るのである。
一方， UNHCRやNGOによる人道援助はますます役割を増している。「(2)地域紛争による被
害」「(3)地域紛争の要因」で述べたように，地域紛争は構造的不均衡の存在が要因となってお
きており，ひとたび紛争がおきると一般市民が甚大な被害を受ける。そのため，構造的不均衡を
是正して紛争を予防したり，被害を受けた一般市民を救済するために，人道援助が重要な役割を
果たす。特に筆者が注目したいのは，年々拡大しているNGOの活躍である。世界難民白書による
と， 1998年には約1500のNGOが国連に登録しており，国連機関や拠出国の業務委託を受けて活
動している 9)。NGOは，リベリア，ルワンダ，シエラレオネ，ソマリアなどでは，国家組織の崩
壊やPKOの撤退で生まれた空白を埋める努力をしている。食糧や住居，医療，水道，教育，交通
手段，商業上の契約，雇用の提供など，通常なら国家が行うべき公的サービスをNGOが提供して
いる。多民族の対立が深刻な旧ユーゴスラビアでは，紛争跡地で異民族同士が再び交流し，和解
するための機会を提供している。 NGOによる人道援助の利点は，紛争がおきたときに迅速に支援
を開始できる，紛争地域で求められる援助をきめ細かく行える，地域社会と結びついてネットワ
ークを利用できるといった点にある。
もちろん，人道援助は複雑な政治問題を解決したり，紛争による被害を完全になくすことはで
きない。また，人道目的で送られた食糧などの物資が武装集団に渡ってしまったり，人道援助の
ために設けられた「安全地帯」が武装集団によって攻撃されるという事件もある。難民だけを特
別に厚遇するような安易な人道援助を行えば，住民と難民の間に構造的不均衡を発生させ，新た
な紛争の火種をつくる危険性もある。人道援助は万能とはいかない。しかし，第3国の政府や国
連の仲介・援助によって紛争が沈静化したり解決に向かう時期においては，紛争地域が復典して，
紛争によって傷ついた人々が立ち直れるように，あるいは再び紛争が激化しないように，社会正
義が実現される土壌を築くことが必要である。
そして， NGOによる人道援助が地域紛争の緩和・解決に重要な役割を果たしているという点に，
日本の生徒たちが平和のために行動できる可能性が存在するのである。生徒たちが紛争地域に行
って直接的な援助活動をすることは難しい。しかし，「難民を助ける会」が行う対人地雷撤去キャ
ンペーンや「国境なき医師団」が行う医療活動へ募金したり，難民キャンプヘ衣料を送る活動に
協力したり，小さな活動をすることはできる。地域紛争の学習においてNGOの活動を学習するこ
とは，生徒が平和を実現するために行動する糸口を与えることができる。
3. 授業実践
授業実践は1999年12月に筑波大学附属坂戸高校で行った。筆者は1999年4月から非常勤講師
として同校に勤務し， 2年生の世界史Aを担当した。授業を行った 2クラス (39名と40名）はす
でに第2次世界大戦までの学習を終えており，地域紛争の学習は現代史として行った。
(1)授業実践
学習の題材としては1998年の核実験によって世界的な注目を浴び， 1999年の夏にも一連の武力
衝突が新聞で取り上げられていたインド・パキスタン紛争を選んだ。人道援助の学習の題材とし
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ては， 1999年10月にノーベル平和賞を受賞した「国境なき医師団」を選んだ。本来ならば5時間
程度の時間が必要だが，設けることができたのは 1時間であり，本論稿で述べてきた地域紛争の
学習の重点をすべて兼ね備えた授業をすることはできなかった。大きな可能性をもつ地域紛争の
学習の，一部を実践した事例として紹介したい。
「地域紛争の学習ーインド・パキスタン紛争ー」 10)
目標 • 世界の紛争地域や災害地域で人道援助を行っている人々がいることを知り，市民
として自分が世界の人のために役立てる可能性があるという展望を抱く。
展開
学習内容
＜導入＞
人道援助
＜展開 1> 
インド・
パキスタン
紛争の現状
＜展開 2>
インド・
パキスタン
紛争の要因
＜まとめ＞
被害者の
紛争体験
授業の流れ
く導入＞
• 新聞やニュースで目にするインド・パキスタン紛争について歴史的に考察し，紛
争の要因と状況を理解する。
生徒の学習活動 教師の指導 資料
0 「国境なき医師団」のホームページ 問「国境なき医師団を知っています ・「国境な
を読んで、紛争地域での人道援助に か。」 き医師団」
尽力している人々がいることを知 0 「国境なき医師団」のノーベル平 のホーム
る。 和賞受賞と、活動概要について説 ページ（一
明する。 部）
0一般市民でも、地域紛争の緩和・解 〇地域紛争の緩和・解決のために人
決のために協力できることを理解す 道援助によって協力する人々がい
る。 ることを紹介する。
〇新聞記事から、インド・パキスタン 問「インドとパキスタンの間では何 •新聞記事
紛争の現状を読み取る。 がおきているのでしょうか。」 ・カシミー
ル地域の
0新聞から読み取れる要素を整理す （生徒の発表を板書して整理する。） 地図
る。
場所：カシミール地域（地図で確認）
関係国：インド、パキスタン、中国
事件：カシミール地域へのパキスタ
ン系民兵の侵入。→インド軍の空爆。
〇カシミール問題の歴史的経緯を理解 問「インドとパキスタンが紛争をし ・インドと
する。 ている要因は何でしょうか。」 パキスタ
1947年、イギリス領から分離独立 0分離独立時のカシミール問題につ ンの宗教
→カシミール地域の帰属問題発生
いて説明する。 分布図→第 1次インド・パキスタン戦争
→国連インド・パキスタン軍事監視 •国連の組
団派遣現在にいたる係争地とな 織図
る。
〇カシミール出身者の話から、当事者 〇インド人の体験談を紹介する。
たちの悲しみを理解する。 〇パキスタン人の話を紹介する。
「国境なき医師団」のホームページの一部を提示し， 1999年10月にノーベル平和賞を受賞した
「国境なき医師団」を紹介した。「国境なき医師団」は天災，人災，戦争などあらゆる災害に苦し
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む人々に，人種，宗教，思想，政治すべてを超え，差別することなく援助を提供する国際民間医
療援助団体である。「国境なき医師団」のように紛争地域で少しでも被害を緩和しようと人道援助
を行っている一般市民の団体として数々のNGOが存在することを生徒に知らせた。筆者は1995
年のイスラエル旅行中に，パレスチナ人自治区で医療援助等を行う日本のNGOのメンバーと出会
い，感銘を受けた。それまで，世界の問題に対して自分では何もできない無力感を感じていたが，
彼らに出会って「あなたにできることはパレスチナでの実態を日本の人々に伝えること」と教え
られた。そして，社会科の教師として教室で生徒たちに地域紛争の実態を伝えることで，地域紛
争の緩和・解決に少しでも貢献しようと決心した。授業の導入では筆者自身の体験を話し，授業
の目的をあらかじめ伝えることで，生徒の意識が高まる効果を期待した。
く展開 l>
インドとパキスタンの衝突を報じる 1999年6月1日の新聞記事を読み，インド・パキスタン紛
争の現状を把握した。新聞記事は，カシミール地域にパキスタン系民兵が侵入し，インド軍の空
爆に発展したこと，事件の場となったカシミール地域のシアチェン氷河は両国にとって軍事上の
要所であり， 1984年から 15年にわたって攻防が続いていることを報じている。記事を読み返しな
がら，紛争の場所，関係国，事件について整理した。
く展開2>
インドとパキスタンの宗教分布図を使って，カシミール問題の歴史的経緯を教師が説明した。
現在のインドとパキスタンの地域は1877年以来，イギリスのインド帝国に支配されていた（世
界史Aで学習済み）。 1947年，第 2次世界大戦が終わるとビンドゥー教徒とイスラム教徒はイン
ドとパキスタンという 2つの国に分かれて独立した。このとき，インドとパキスタンを分ける基
準が，「ヒンドゥー教徒多数地域とインドに隣接する地域はインドに，イスラム教徒多数地域とパ
キスタンに隣接する地域はパキスタンに帰属する」ことであった。この基準にしたがってほとん
どの地域の帰属は比較的順調に決定した。しかし，カシミール地域はこの基準では分けられなか
った。カシミール地域はイスラム教徒多数地域であったが，インドにもパキスタンにも隣接し，
この地域を治めていた藩王はヒンドゥー教徒であった。したがって，住民はパキスタンヘの帰属
を希望したが，藩王はそれを望まなかった。 1947年8月に両国が独立した後， 10月にはカシミー
ル地域の住民がパキスタンヘの帰属を求めて暴動をおこした。暴動を鎮圧するために藩王はイン
ドヘの帰属と引き換えにインド軍の派遣を要請し，住民を支援するパキスタンと藩王を支援する
インドの間の戦争がはじまった。
この戦争は国連の停戦調停が成立して1949年に停戦した。カシミール地域には停戦ラインが引
かれてインド側とパキスタン側とに分けられ，国連インド・パキスタン軍事監視団が派遣される
ことになった。しかし，カシミール地域の帰属問題は未だに根本的な解決にいたらず，毎年のよ
うに武力衝突を引きおこしている。
くまとめ＞
最後に，紛争の当事者たちはどう感じているのか，筆者がインド人とパキスタン人に行ったイ
ンタビューを紹介した匹
筆者がインタビューをしたインド人は，カシミール地域出身で現在はデリーで教師をしている
ヒンドゥー教徒であった。彼の話によると，カシミール地域の状況が悪化しはじめたのは1980年
頃であった。「カシミールを解放する」というイスラム武装ゲリラがパキスタンから侵入してくる
ようになり， 1989年にゲリラ活動がピークに達するとビンドゥー教徒たちへの攻撃がはじまった。
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彼の父親のいとこもゲリラによって射殺された。 1990年にはイスラム勢力が街を占拠したため，
彼の一家は家財道具ー式を残したままカシミール地域をはなれ， 1年間難民キャンプのテントで
生活した。彼は「ずっと昔には，ヒンドゥー教徒でもイスラム教徒でも，隣同士で仲良く暮らし
ていた。」と，ヒンドゥー教徒とイスラム教徒が本来はよい関係であったことを強調した。古来カ
シミール地域の住民は，宗教的意識よりもカシミール人としての地域的一体感のほうが強かった。
しかし，イギリスからの分離独立をきっかけとして，彼らの間のバランスが崩れてしまったのだ。
最後に彼は，イスラム教徒だからといってみんなが悪いわけではない。でも，こんな体験をさせ
られた後で憎まずにいるのは難しい， と語った。
一方，筆者がインタビューをしたパキスタン人は，日本で医療の研究をしている医師であった。
彼は，インド人とパキスタン人にはもともと違いはない，顔だちも食習慣も服装も，ほとんど同
じなのだ。今は政府同士がにらみ合っているから紛争がおきているけれど，もともとは親戚同士
なのだから，国民同士はそんなに憎み合ってはいないはず。ちゃんとコミュニケーションをとる
ことができれば，わだかまりは解くことができる，と語った。そして，日本はインドにとっても
パキスタンにとっても重要な援助国なのだから，とても強い影響力をもっている。日本人には，
コミュニケーションの機会づくりに協力してほしい。と，世界最大のODA援助国である日本人に
は世界から期待がかけられていることを説明してくれた。
(2)授業を終えて ;, 
授業を終えて数々の反省が残った。まず， 1時間で行ったためにほとんどが教師の説明で終わ
ってしまった。また， 1時間で行うには内容が豊富すぎて，消化不良の感が残った。成果として
は，これまでに世界史で学習した事柄（ヒンドゥー教徒とイスラム教徒の関係，イギリスのイン
ド支配など）と，生徒が新聞やニュースで得ていた地域紛争に関する断片的な知識をつなぎ合わ
せニュインド・パキスタン関係の全体像をとらえられたことが挙げられる。教師自身の体験を交
えてNGOや紛争当事者の話を紹介したことで，世界の問題に対する距離感が緩和された効果も期
待できる。授業をきっかけに地域紛争への関心が高まり，新聞やニュースでの報道を積極的に理
解するようになってくれれば良いと願う。
時間的制約と教師の力量不足のため，今回の授業実践はかなり未熟なものであったが、本稿を
きっかけとして有効な授業づくりに取り組んでいきたい。世界史での学習を生かして，ヒンドゥ
ー教徒とイスラム教徒の間の構造的不均衡から紛争が生じるメカニズムを取り上げたり，両国の
核実験が世界におよぼす影響を考えたり，さらに充実した授業づくりを目指していきたい。。
4 . おわりに
本研究を進めるにあたって，筆者は国際NGOや地方公共団体の開催する講演会やセミナーに参
加し，数多くの意見や活動に触れることができた。そのなかで印象深く感じたことは，学生の参
加が多いということである。今回授業で取り上げた国際NGO「国境なき医師団」のなかには「国
境なき学生」という組織があり，筑波大学にも支部がある。旧ユーゴスラヴィアで異民族間の交
流を図る活動をしているNGOのなかには，学生が立ち上げたものもあった。学生たちのなかには，
国際関係や農業開発などを研究するにつれて世界でおきている問題を自分でなんとか緩和・解決
したいと望むようになり，行動する者がいる。たしかに，彼らの活動のなかには「行動したい」
という気持ちだけが強くて問題解決のための見通しをもたない例も多い。しかし，学生たちが世
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界の問題を自分たちの力で解決しようとする活動は，平和の実現にとって喜ぶべき傾向といえる。
筆者が行った認識調査でも見られたように，高校生の平和に対する問題意識は高い。この意識を
平和実現への有効な力へと導いていけるように，また，「行動したい」という気持ちをもつ学生が
しつかりと見通しをもった有効な活動をしていけるように，内面的能力と行動に関わる能力を両
方育成する地域紛争の学習が必要である。
日本国憲法は，「諸国民の公正と信義に信頼して」「全世界の国民」の平和を守ろうと決意して
いる。平和を守るのは，私たちであり，生徒たちなのである。ー朝ータにして地域紛争を解決す
ることはできないが，きっといつか私たちの小さな行動が世界に平和をもたらすことを信じて，
地域紛争の学習を実践していきたい。
【註】
1) 1999年12月に筑波大学附属坂戸高校の 2年生2クラスを対象に平和と戦争・地域紛争に関
する認識調査を行った。調査内容については拙著平成11年度筑波大学大学院教育研究科修
士学位論文「現代史における地域紛争の学習と平和教育ーインド・パキスタン紛争を題材と
して一」第3章「地域紛争の学習」を参照されたい。
2) 本論稿では，ヨハン・ガルトウング氏の定義にしたがって，平和を「暴力のない状態」と定
義した。平和と暴力の問題に関しては，ヨハン・ガルトウング著／高柳先男他訳「構造的暴
力と平和」中央大学出版部， 1991年が詳しい。
3) 本論稿ではストックホルム国際平和研究所 (SIPRI)の定義に準じて，地域紛争を「特定の
地域において，少なくとも 1つの政府と 1つの組織された武装集団との間で長期的に武力衝
突がおきている状態」と定義し，「継続する地域紛争の一部として確認された武力衝突の数」
を「武力衝突の数」とする。
なお，本論稿で提示する地域紛争と武力衝突の件数は， 1986~88年は，ストックホルム国際
平和研究所／東海大学平和戦略国際研究所編「SIPRI年鑑 世界の軍備と軍縮」東海出版会，
1987~89 年より， 1989~1998 年は， sipri SIPRI Yearbook, Oxford University Press 1990~ 
99年より引用。
4) S.Dグース「1986年度の軍事紛争とイラン・イラク戦争」「SIPRI年鑑 1987」,301頁。
5) 地域紛争の被害に関しては，国連開発計画「人間開発報告書」国際協力出版会， 1995年と国
連難民高等弁務官事務所「世界難民白書 1997 /1998一人道行動の課題」読売新聞社， 1997
年を参考にした。
6) 国連開発計画，前掲書より。
7) B.H. ボンド， E.オポンド「惨劇を生んだ難民研究の遅れ」「国際関係学がわかる」朝日新聞
社， 1994年， 74-77頁。
8) 地域紛争解決への活動に関しては，外務省のホームページと，外務省「外交青書」第41号，
1998年，および国連難民高等弁務官事務所の前掲書を参考にした。
9) 国連難民高等弁務官事務所，前掲書， 43頁。
10) 授業で使用した資料については、拙著前掲論文第3章「地域紛争の学習」を参照されたい。
11) 1999年8月と 11月に筆者はインド人教師とパキスタン人医師へのインタビューを行った。
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